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論　　説

水循環の視点から地下水を捉える

田中　正＊

Seizing on groundwater from a hydrologic cycle point of view

Tadashi TANAKA＊

要　　旨
　本稿は，2013年度の日本地下水学会「地下水学術賞」の受賞に際し，2013年春季講演会での「特
別講演」の内容に基づいて，筆者がこれまでに取り組んできた地下水研究を中心として，これまで
に係わった社会的動向を含めて取りまとめたものである。その内容を振り返って見ると，地下水を
水循環の視点から捉えることによって，多方面にわたる幅広い係わりにおいて地下水研究の意義が
見出されるように思われる。新たな学問領域への挑戦，国際連携，環境政策との係わり等の記述に
おいて，これからの地下水研究への参考になれば幸甚である。

キーワード：水循環の視点，地下水研究の意義，新たな学問領域，国際連携，環境政策

1 ．	はじめに

　わが国において，水循環に関する最初の書籍で
ある『水文学』が出版されたのは，今からちょ
うど80年前の1933（昭和 8）年である（阿部，
1933）。この中で，著者の阿部謙夫は第三章「地
中の水」の冒頭において以下のように述べてい
る。「水文学の中心をなすものは地中の水である。
水が地中に浸透し，又之より湧出するといふこと
がなければ，地表は亜鉛屋根と同様で，雨が降れ
ば直ちに流出し去り，現象は極めて簡単明瞭で
ある。しかし実際の地表並に地下は構造に於い
ても，又水に対する作用に於いても，極めて複雑
で，之がため興味深き諸種の水文学的現象が生ず
る。」。また，第一章の「水文学とは何か」の中で，
「水文学は科学の分科の内最も新しいもの」であ
るとし，わが国において水文学が発達しなかった

理由について「....殊に最も重要な地下の状態と
いふものは，之を知ること最も困難である。之が
水文学の発達しなかった主な原因である。」とも
述べている。
　この阿部の指摘は，水循環を考えるに当たって
地下水が重要な役割を果たしていることを暗に示
唆しているものと考えられるが，それからちょう
ど80年を経た今日，地下水研究はそれに応えられ
たのかどうか，自身の研究を振り返りつつ記して
みることにする。

2 ．	水循環における水田の機能

　筆者の学位論文は1977年に東京教育大学に提出
した『不飽和帯における水分の挙動について－今
市扇状地関東ローム層の水文学的研究－』（田中，
1977）である。この研究は，栃木県今市扇状地の
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水田と畑地を対象として，約 8ヵ月間にわたっ
て深度7.2 mまでの土壌水分量を中性子水分計に
よって 7日～10日間隔で継続的に測定し，降雨お
よび水田灌漑水の降下浸透過程を明らかにすると
ともに，水収支法によって水田の貯留機能を解明
したものである（田中，1978；1980）。この地域は，
表層7 mまでは関東ローム層を構成する軽石層お
よび火山灰層で覆われ，その下に厚さ約30 mの
礫層が存在する。
　図 1は，水田地域における圃場容水量を基準と
して，それからの偏差を超過保留水分量と定義し
て，これを mm/10 cmの単位で表したものであ
る。網掛けの部分は5 mm/10 cm以上の超過保留
水分量を維持する範囲を示している。図から明ら
かのように，水田灌漑が始まる前の 4月にはほぼ
全層にわたって負の超過水分量，すなわち土湿不
足を生じているが，灌漑が始まると同時に地表面
下2 m以深ではこの土湿不足は解消され，この状
態が夏期の灌漑期間を通して継続する。そして，
8月以降は水田からの灌漑水の供給がなくなる
ため，地下水面は徐々に低下し，ローム層中に貯
留された水は徐々に排水される様子が分かる。こ
れを水収支の観点から見てみると，灌漑期間中の
地下水涵養量は 1ヵ月当たり62～940 mm（ 2～
31 mm/日）に達し，灌漑水量に対して換算した
場合，その45～98％が地下水として涵養されたこ
とになる。また，地下水として涵養された水は約
8ヵ月間にわたってローム層中に貯留され，河川
流出としての遅延効果の役割を果たしていること
も理解される。この事例から明らかのように，水
田は水循環の観点から地下水の人工涵養として機

能しているといえ，さらには水田の貯留機能によ
る河川流出としての遅延効果，強いては河川流量
を安定化させる役割を果たしているといえる。ま
た，わが国における水田灌漑水の約90％は河川水
であり，その一部は水田からの蒸発散によって大
気中に戻るが，残りの大部分は地下水涵養成分と
なり，半年以上の時間遅れを持って地下水流出と
して再び河川水となることから，水循環における
再利用の代表例ともいうことができる。
　また，本研究では，関東ロームの水分特性に関
する主要なパラメータを求めているが（田中，
1980），当時，各パラメータの定義やその算出方
法等についての基本テキストともいうべき書籍
（ 例 え ば，Hillel, 1971; Bouwer, 1978; Bear, 1979; 
Freeze and Cherry, 1979など）が立て続けに出版
されるという，土壌水や地下水研究の世界的な成
熟期に身を置けたことは幸いであった。

3 ．	降雨流出過程に関する研究

　学位論文を取りまとめた後，1980年に東京都八
王子市堀の内に位置する東京農工大学波丘地利用
実験実習施設内に流域面積0.022 km2の小試験流
域を設置した（以下，八王子試験流域と記す）。
この試験流域を設置した目的は，当時世界的に注
目を集めていた水流発生機構に関する研究，すな
わち流域にもたらされた降雨はどのような経路
を経て，どのようなメカニズムによって河川に流
出するかを明らかにすることであった。この研究
では，降雨流出現象は地表水と地中水を一体とし
た一つのシステムとして捉える必要があるとの
観点から，「斜面水文学（Hillslope Hydrology）」
（Kirkby, 1978）と呼ばれる，水循環の基本単位で
ある流域を更に細分化した空間領域を対象とし，
詳細な観測網の設置によって流域内の水循環の実
態，特に地表流の発生状況を実証的に明らかにす
る手法を採用した。当時，わが国における森林流
域の流出機構を野外観測に基づいて実態論的に論
じた研究は少なく，唯一，塚本（1966）の研究が
挙げられるにすぎなかった。
　図 2は，総降水量195.0 mmの流出ピーク時に
おける地表流の発生状況を示したものである。こ
の試験流域の山腹斜面においては，総降水量100 

図 1		  今市扇状地水田地域における超過保留水分量
の経時変化（mm/10 cm）．網掛けの部分は 5 
mm/10 cm 以上の超過保留水分量を保持する
範囲を示す（田中，1980 を修正）．
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mm以上の豪雨時においても地表流は発生しない
ことが野外観測によって確認されている。また，
標高150 mに沿う地表流の発生域では，地中水の
上向き流れが存在していたことがポテンシャルの
縦断プロファイルから確認されている（Tanaka, 
1982）。
　図 2に示された地表流の発生域と窪地貯留を含
めた面積は約700 m2であり，これは主谷底面積の
約43％，流域面積の約 3 ％を占めるにすぎない。
また，この範囲に降った降雨が全て表面流出する
ものと仮定して求めた直接流出量は，河川総流出
量（あるいは全流出量）の僅か7.9％であった。
1980年～1983年の 3年間にわたって観測された総
降水量50 mm以上の 7つのイベントについてと
りまとめた結果によると，地表流が発生する面積
が流域面積に占める割合は0.9～4.2％でその平均
は2.3％，地表流としての直接流出量が全流出量
に占める割合は1.8～12.2％でその平均は7.2％で
あった（Tanaka et al., 1988）。すなわち，表面流出
による直接流出成分だけではこの流域からの降雨
流出量を説明することができないとの結論を得
た。
　一般に，中緯度湿潤地域の森林に覆われた自然
流域においては，飽和地表流が発生する範囲は流
域面積の10％以下，通常は 1～ 5 ％の範囲を占
めるにすぎないとされており（Dunne and Black, 
1970），八王子試験流域での結果はこれと整合的
であった。また，わが国において実験的に測定さ

れた森林土壌の最終浸透能は200 mm/h以上の値
を示し（例えば，村井・岩崎，1975；辻村ほか，
1991），少なくとも時間雨量が100 mm前後の降雨
であっても，森林土壌はその大半を浸透させるこ
とが可能であるという想定に照らし合わせても，
上記の結論は良く符合するものであった。豪雨時
における森林流域での地表流の発生状況をマッピ
ングした研究例は世界的にも少ないらしく，本研
究で得た地表流の発生に関する結果は，発表から
20～30年を経た今日でも米国やフランスで出版
された教科書に引用されている（Brutsaert, 2005; 
Roche et al., 2013）。
　八王子試験流域におけるハイドログラフの構成
成分については，流水の電気伝導度をトレーサー
とした分離を試みた。その結果，この流域からの
地下水流出成分は全流出量の92～96％を占め，降
雨に由来する直接流出（地表流出）成分は平均す
るとわずか 6 ％を占めるにすぎなかった（田中
ほか，1984; Tanaka et al., 1988）。また，本試験流
域における流出機構については，蛍光染料を用い
たトレーサー実験と流域出口における流線網解
析とによって，地層中に形成されたパイプを通じ
た卓越流（パイプ流）の存在が降雨時の流出に大
きく寄与していると結論した（田中ほか，1984; 
Tanaka et al., 1988）。
　降雨流出時におけるハイドログラフの流出成
分については，1970年代以降の同位体技術の向上
によって，環境同位体を利用したハイドログラフ
の分離に関する研究が世界各国で行われるよう
になった。表 1は，中緯度湿潤地域での環境同位
体を用いたハイドログラフの分離結果をまとめ
たものである（田中，1982）。表 1から明らかな
ように，中緯度湿潤地域の植生に覆われた流域に
おいては，対象流域の地域的な違いや対象流域の
大小を問わず，総流出に占める地下水流出の割合
は60～90％であり，流出ピーク時においても60～
80％が地下水流出成分によって占められているこ
とが共通の結論として得られている。
　表 1は，1982年当時にまとめたものであり，引
用された文献年代がやや古いものとなっている
が，同様な研究はその後も着実に蓄積されており
（辻村・田中，1996），八王子試験流域における観
測結果と合わせて考えると，河川の源流部では流

図 2		  八王子試験流域における総降水量 195.0 mm
の流出ピーク時（1980 年 9 月 12 日午前 2 時）
における地表流の発生状況（Tanaka et al., 
1988 を修正，初出は Tanaka et al., 1981）．
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出に占める地下水流出成分の割合が一般に考えら
れているよりもはるかに大きく，また，植生に覆
われた山地流域では，斜面の全ての部分から一様
にホートン地表流が発生することは稀であること
が明らかにされたといえる。
　上記の事実は，中緯度湿潤地域の植生に覆われ
た自然流域にもたらされた降水の大部分は，一旦
は地中に浸透することを意味する。すなわち，わ
が国のような湿潤地域では，一部の例外を除く
と，基本的な水循環の方向は「降水→土壌水→地
下水→地表水（河川水・湖沼水）」となる（田中，
1996）。このことが，降雨流出過程の研究を通じて
筆者がたどり着いた一つの結論である。

4 ．	流域水循環における基幹循環系としての地下
水流動システム

　水循環の最も基本的な地域単元は「流域」であ
る。流域は三次元の空間構造から成り，入力とし
ての降水量を出力としての流量と蒸発散量に変換
する仕組みを有している。図 3は，この流域シス
テム内における水の循環を模式的に表したもの

である。地表面下には土壌水帯と地下水帯が存在
し，地表面から浸透した水はこの中を物理法則で
ある流体ポテンシャル（fluid potential）に基づい
て流動している（例えば，杉田・田中編，2009）。
　また，地下水は「地下水流動系」（Tóth, 1963）
と呼ばれる「涵養－流動－流出」という一連の循
環系を構成し，流域を単位として流動している。
地下水揚水規制によって，わが国の各地域におい

図 3		  流域の水循環システムを示す模式図（Freeze, 
1974 を修正）．

表 1　環境同位体を用いたハイドログラフの分離結果（田中，1982 を修正）．

＊表中の文献は田中（1982）を参照．
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て地下水位が上昇・回復している事実は，この地
下水流動システムが普遍的に存在していることを
示している。
　前節で記したように，わが国を含む中緯度湿潤
地域の自然流域における基本的な水循環の方向が
「降水→土壌水→地下水→地表水（河川水・湖沼
水）」であることは，地表面下で生起する地下水
流動系の存在が流域水循環システムの基幹循環系
を構成し，流域への入力となる降水と流域からの
出力となる地表水とを結びつける重要な役割を果
たしていることを意味している。すなわち，わが
国のような湿潤地域においては，河川あるいは湖
沼といった地表水体は地下水の排水経路として機
能している場合が多く，地下水と地表水とは地下
水流動系という重層かつ階層構造を持った循環シ
ステムによって連結されているといえる。このこ
とは，流域水循環システムを解明するためには，
その流域における地下水流動系の解明が基本的に
重要であることを意味している。
　図 4は，滞留時間を異にする地下水流動系のあ
り方を模式的に示したものである。図から，地下
水は帯水層中だけではなく，帯水層－加圧層群中
を三次元的に流動している様子を読み取ること
ができる。こうした流動系が実際に存在すること
は，野外での実証的研究によって確認されている
（田中，1996）。
　先述したように，地下水が涵養－流動－流出と
いう水循環プロセスを介して，土壌水や河川水・
湖沼水といった地表水と交流を持つ水として位置
づけられることは図 4からも読み取ることがで
き，地下水が単に水資源の対象としてばかりでは
なく，地表水体と交流を持つ，循環する水の一部
として地表環境や地中環境の保全等に深く関与し
ていることが示唆される。
　「地下水流動系（groundwater flow system）」
という概念は，先述したように1963年にカナダ
Alberta大学の J. Tóth教授によって提唱されたも
のである。この地下水流動に関する基本概念が発
表された1963（昭和38）年は，奇しくも東京教育
大学理学部地学科地理学教室に，後に筆者が専攻
する「水収支論講座」が開設されたその年でもあ
り，今年2013年は両者にとって節目となる50周年
を迎えたことになる。

　2008年10月に富山で開催された第36回国際水
文地質学会に参加するために来日した Tóth教
授が同年11月に筑波大学陸域環境センターを訪
問され，同センターの第103回セミナーにおい
て，“The Modern Scope of Hydrogeology and the 
History and Future of its Evolution: A Personal 
View”と題した講演が行われた（写真 1）。この
講演内容については田中（2012a）で既に記した
が，地下水を専門とするコミュニティーにとって
重要でありかつ意義深い指摘がなされたと思われ
るので，ここに再録することをお許しいただきた
い。すなわち，この講演の中で Tóth教授は以下の
ような指摘を行った（筑波大学陸域環境研究セン
ター，2009）。
　... Hydrogeology has come of age. It is now 
both a basic science and a specialty. Because 
its maturity no major conceptual developments 
can be expected in the foreseeable future. 
Instr umental,  analytical,  and computer 
techniques continue to progress; recognition 
and application of hydrogeology will expand 
in and to increasing numbers of specialties. 
... Bir th of specialized (hyphenated) sub-
disciplines will continue and accelerate: 
Contaminant-, Eco-, Petroleum-, Forest-, 
Karst-, Agricultural-, Environmental-, and so 
on, ＂Hydrogeologies＂.
　この指摘は，先に記した Tóth教授自身が1963
年に発表した「地下水流動系」という概念が如何
に記念碑的なものであるかを述べると同時に，こ
の概念が将来にわたって多くの分野に影響を与

図 4		  滞留時間を異にする地下水流動系のあり方を
示す模式図（Tóth, 1995 を修正）．
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え続けることを述べたものである。すなわち，こ
れからの地下水や水文地質に関する研究は，この
「地下水流動系」を基本概念とした sub-discipline
としての新たな学問領域の確立に向かうことを示
唆したものである。なお，榧根（2010）は，「地下
水流動系という概念は，地下水循環を「可視化」
する基礎となった」と述べている。

5 ．	生態水文学事始

　1990年代に入り，生態系と水循環の相互作用に
関する研究，特に生態系が地下水涵養に及ぼす影
響に関する研究を開始した。その契機となった
最初の論文は，樹幹流の浸透範囲と樹木の地際
直径との関係に関するものである（Tanaka et al., 
1991）。この研究のきっかけは，無降雨日が連続15
日間続いた後の2mmの降雨によって，樹幹流の
浸透範囲がほぼ円形状に明瞭に現れていること
を発見したことであった。この現象は，街路樹の
ツバキ，ヒムロ，ケヤキ，サクラといった多くに
樹種に共通して見られたものであり，筆者らはそ
の浸透範囲と対象樹木の地際直径を測定してみ
た。全12サンプルのデータについて，その関係を
プロットしたのが図 5である。驚くことに，ラン
ダムに測定した両者の関係は高い相関関係を持っ
て二次曲線で回帰することができた。この関係式
はその後，Iida et al.（2005）によってリターマー

クの半径と樹幹地際直径との関係式とも良く一致
することが確認された。リターマークとは，樹幹
流が極めて高い強度で発生する樹木において，樹
木地際周辺で小規模な浸透余剰地表流（いわゆる
ホートン地表流）が発生する場合があり，その地
表流によってリターが移動した結果，樹木地際周
辺の土壌面が円形状に露出する現象を指したもの
である。リターマークを測定対象とした樹木は，
フウ，シラカシ，ウバメガシであった。この樹幹
流の浸透範囲と樹幹地際直径との関係式を見出し
たことは，その後に続く生態系と水循環との相互
作用，特に降下浸透プロセスや地下水涵養プロセ
ス等を研究する上で大いに役立つものとなった。
　樹幹流による地下水涵養の量的評価について
は，平地林であるアカマツ林を対象として，その
寄与率の算出を試みた。この算出においては，樹
幹流は鉛直方向に円形状に浸透するものと仮定
し，樹幹流の円形状の浸透面積のうち，樹幹地
際断面積を差し引いた面積をその浸透範囲とし
た。その結果，全地下水涵養量に占める樹幹流の
寄与率は約10～20％と見積もられた（Tanaka et 
al., 1996）。この値は，同一のアカマツ林を対象と
して，塩化物イオンをトレーサーとした物質収支
式から求められた地下水涵養に占める樹幹流の
寄与率がおよそ10～20％であるという研究結果
（Taniguchi et al., 1996）とほぼ一致するもので
あった。この一連の結果は，対象アカマツ林の林
外雨量に対する樹幹流量の割合はたかだか 1％程

写真１	 筑波大学陸域研究センターのセミナーで講演
する J. Tóth 教授（2008 年 11 月 14 日，筆
者撮影）．

図 5		  樹幹地際直径と樹幹流の円形状浸透範囲の半径と
の関係（Tanaka et al., 1991 を修正）．
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度に過ぎないものの，地下水涵養への寄与はその
数十倍に相当することを意味しており，地下水涵
養源としての樹幹流の果たす役割の重要性を示唆
したものとなった。
　いわゆる「生態水文学」と呼ばれる新たな学
問領域におけるそのほかの研究は，主として指導
学生の卒業論文，修士論文，博士論文それぞれの
研究課題として実施され，以下のようなテーマ
について研究が行われた。すなわち，SPAC （Soil-
Plant-Atmosphere-Continuum）に関する研究，土
壌中の CO2の挙動に関する研究，アカマツ林の植
生の遷移に関する研究，樹液流速の測定法に関す
る研究，林地水収支に関する研究，Hydraulic lift
に関する研究，降雨時の降下浸透プロセスに関す
る研究，土壌水の溶質変化に関する研究，樹幹流
の浸透形態の可視化に関する研究，浸透プロセス
のモデル化に関する研究，などである。
　また，この分野での研究の延長として，米
国 Delaware 大学の Delphis F．Levia とカナダ
Thompson Rivers 大 学 の Darryl Carlyle-Moses
とともに編著者として，『Forest Hydrology and 
Biogeochemistry: Synthesis of Past Research and 
Future Directions』 （Levia et al., 2011）を Springer
社から”Ecological Studies 216”として出版する
機会を得た。この書籍は36章から成り，740ページ
に及ぶ大著であり，世界各国からの執筆人に混じ
り 5人の日本人研究者に参加していただくことが
できた。また，本書籍は出版からの 2年間におい
て7,826の chapter downloadリクエストがあり，
Springer社の2012年における eBook Collectionの
上位25％にランクインしている。

6 ．	国際連携

　流域水循環の研究から流域管理に視点を移した
研究は，日本学術振興会二国間共同研究の支援を
受け，インドネシアとの共同研究「湿潤熱帯地域
の持続可能な水資源開発のための流域管理」を
2007年度～2009年度の 3ヵ年にわたって遂行し
た。この共同研究プロジェクトでは，流域管理を
する上での方法論の確立，人材育成や合意形成の
プロセスを踏まえた「統合的流域管理」という考
え方の下に，3回のワークショップと代表的流域

を対象とした現地調査を実施し，その成果を取り
まとめた（Tanaka et al., 2010）。最終年度のワー
クショップにはインドネシア森林省も加わり，そ
の内容は“Save Watershed, Time to act now”と
題してプレス発表が行われた。
　このプロジェクトは，筑波大学，千葉大学，京
都大学，東京大学の国内 4大学が連携し，それぞ
れの大学で指導したインドネシアの帰国留学生を
カウンターパートとして組織し，実施したもので
あり，帰国留学生のフォローアップという観点か
らも大きな意味を持つものであった。
　「モンゴル国における持続可能な地下水管
理（Sustainable Groundwater Management in 
Mongolia）」に関する UNESCO Chairが2007年 6
月に設置された。本 Chairは，モンゴル科学アカ
デミー地生態学研究所をホスト機関とし，筑波大
学を支援機関とする614番目の Chairとして設置
されたものであり，ユネスコ本部，ホスト機関，
支援機関の三者間において協定が締結された最初
の Chairである。UNESCO Chairは，ユネスコが
大学あるいは大学間の共同ネットワークが持つ知
識や技術の協力を得て（知識・技術移転を通し
て），途上国の高等教育における高度な研究，研
修，プログラム開発等を行うもので，1992年から
開始されている。
　本 Chairは，2006年 7 月に松浦晃一郎ユネスコ
事務局長（当時）がモンゴル国を訪問した際に，
「科学技術マスタープラン政策支援策」の一環と
して，地下水の管理に関する Chairの設置を提案
し，その後，日本ユネスコ国内委員会 IHP（国際
水文学計画）分科会に対して協力要請があり，筑
波大学が対応機関として進めることになったもの
である。
　モンゴル国においては，地球温暖化による降
水量の減少，市場経済の導入に伴う家畜頭数の
増加，工業化による水資源利用の増加，都市への
人口集中等により水不足が深刻になっており，
同国の飲料水の90％を占める地下水資源の適正
な管理が最重要な課題となっている。本 Chairで
は，わが国の経験を活かし，地下水管理に必要な
モニタリングシステムの構築，地下水調査・解
析手法の技術移転，人材育成のためのプログラ
ム開発，ワークショップの開催等が実施された。
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本 Chairによる 2回のワークショップの内容は，
UNESCO-IHP VIIの研究成果の一部として取りま
とめられている（Tanaka et al., 2009a, 2009b）。
　最近における地下水に関する世界の動向の中
で最も注目すべきことは，2008年12月に開催され
た第63回国連総会において，世界初となる地下水
に関する国際法「越境帯水層法典（The Law of 
Transboundary Aquifers）」の草案が満場一致で
採択されたことである。この草案採択の経緯は田
中 （2012a）に詳しいが，ここではその特徴を記す
ことにする。
　この法典草案の特徴は，ユネスコの国際水文学
計画（UNESCO-IHP）と緊密な連携が行われ，現
在における地下水に関する学術的知見が随所に反
映されていることである。すなわち，その基本理
念は「地下水は石油や天然ガスとともに共有自然
資源（shared natural resources）の一つ」であり，
その保全・管理にあたっては「帯水層（aquifer）
を単元とする」である。この「帯水層を単元とす
る」の意は，先に記した「水循環の最小地域単元
は流域である」との考えと軌を一にしたものであ
り，地下水は水循環の一環として「地下水流域を
単位として流動しているものであり，その境界は
国境線とは一致しない」という科学的な認識に基

づくものである。
　本草案は 4部19条より構成されており（表
2），草案に用いる地下水に関する学術的な定義
（definition）が第 2条（Article 2）に記されてい
る点がその特徴として挙げられる。この中で，目
を引くのは「aquifer State（帯水層国家あるいは
州，仮訳）」という新たな国家用語を定義し，地下
水の保全・管理は，共有自然資源の観点から，同
一帯水層が分布する国家間が aquifer Stateとして
一つとなってその任にあたることを義務としてい
る点である。この新たな定義は，地下水に関する
学術的知見に基づいた草案の基本理念を反映した
ものに他ならない。
　ユネスコは，2010年12月にパリの本部において
“ISARM2010: TRANS-BOUNDARY AQUIFERS， 

Challenges and new directions”を開催した。ISARM 
は“International Shared Aquifer Resources 
Management”の略で，UNESCO-IHPが2000年か
ら始めた越境帯水層に関する国際プロジェクトで
ある。本プロジェクトの開始から10年が経過し，
その第 1期事業が終了したことと，国際地下水法
典の草案が国連で採択されたことを受けて，その
堅実な実施方策を話し合うために開かれた国際会
議である。世界各国から水文地質学，地下水学，

表 2　越境帯水層法典（国際地下水法典）草案の条項一覧（法典草案に基づいて田中作成）．
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水文科学，法学，社会経済学等多分野にわたる約
300名の関係者が一同に会し，3日間にわたって
討議が行われた（写真 2）。法学者や社会経済学
者を含む地下水に関する国際会議としては，これ
までにない最大規模の国際会議であり，同時に地
下水問題の解決には学際的な連携が必要不可欠な
時代に入ったとの印象を強くした。
　本国際会議のメインテーマは国際的な越境帯
水層問題であったが，同様な問題を抱えること
のない日本からの参加者は，草案の起草責任者 
（Special Rapporteur）である元国連国際法委員会
委員の山田中正大使と木曽　功ユネスコ特命全権
大使を除くと筆者一人であった。しかし，本国際
会議で取り上げられたこの越境帯水層に関する問
題は，国際的な視点において重要であるばかりで
なく，国内的にも同様な問題が内在していること
を指摘しておきたい。実際に，本国際会議におい
ても，そのサイドイベントとして“Administrative 
vs．hydrological boundaries within a given 
country”と題したセションが行われていた。こ
れとは別のセションではあったが，筆者も熊本地
域で実施されている「越境地下水資源管理」につ
いての実施例を報告した（Tanaka, 2010）。
　また，2012年に入り，世界の地下水資源の保全・
管理に係わる新たな動きが開始された。それは，
GEF, The World Bank, UESCO-IHP, IAH の 共 同
プロジェクトである“Groundwater Governance 
Project: A Global Framework for Action”である。

このプロジェクトでは世界を 5つの地域に分け，
2012年 4 月から2013年 3 月にかけてそれぞれの地
域における regional consultationが実施された。
そのアジア・太平洋地域会議が2012年12月に中国
の石家荘 （Shijiazhuang）で開催され，筆者もユ
ネスコから招聘されて参加した。この地域会議で
は，現時点におけるアジア・太平洋地域における
地下水資源管理に関する問題点やガバナンスの構
築に向けた方策等について討議が行われた。その
中でクローズアップされたアジア・太平洋地域で
の問題点の一つとして指摘されたのが水資源・地
下水資源の保全・管理における“one coordinate 
function”の欠如である。これに関連して，筆者は
日本政府が現在立案中の「水循環基本法案」の理
念と枠組みについて紹介を行い，基本理念におけ
る「水の公共性」と水循環に関する施策を集中的
かつ総合的に推進するための新たな組織としての
「水循環政策本部」が設置されることの重要性を
指摘した。現在考えられているわが国の「水循環
基本法案」は理念法ではあるが，世界的な新たな
動向としての「管理」から「ガバナンス」への潮
流と軌を一にしたものであり，その法案の一刻も
早い成立が待たれるところである。

7 ．	環境政策との係わり

　わが国の環境政策は，それまでの「公害対策基
本法」に替わって1993年に制定された「環境基
本法」と，これに基づいて翌1994年に閣議決定さ
れた「環境基本計画」によって大きく前進した。
環境基本計画の基本理念は，「循環」，「共生」，「参
加」，「国際的取組」であり，それまでの対処療法
的な枠組みに対し，循環を基調とした基本理念を
明確にすることによって，わが国の環境政策は大
きく転換することになった。環境基本計画は現
在，2012年 4 月に閣議決定された「第 4次環境基
本計画」に移っているが，その基本理念は維持さ
れている。
　環境基本計画の理念の一つとして「循環」が掲
げられたことは，水循環を基本理念とする水文学
や地下水学の進展にとっては好都合であったと言
える。これを契機として，わが国においては「水
循環」という術語が社会に定着するようになった

写真 2		 パリのユネスコ本部で開催された“ISARM2010”
の会議場の様子（2010 年 12 月 6 日，筆者撮
影）．
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と思われる。
　この環境基本計画では，水環境と地盤環境の保
全に関し，新たな概念として「健全な水循環系の
構築」が掲げられた。これを受けて，1997年に当
時の環境庁によって「健全な水循環の確保に関す
る懇談会」が設置された。筆者が委員として参加
したこの懇談会では「流域水循環における基幹循
環系としての地下水流動系の重要性」が取り上
げられ，最終報告書ではわが国のような中緯度湿
潤地域における自然流域での基本認識として記載
された（環境庁水質保全局，1998）。さらに，この
懇談会の報告を受けて，1999年に中央環境審議会
から環境庁長官に提出された『環境保全上健全な
水循環に関する基本認識及び施策の展開について
（意見具申）』（中央環境審議会，1999）において
も水循環計画の策定に当たって，「地下水を中心
とした流域の水循環を基本単位にする」ことがそ
の冒頭に記載され，以後に続く「総合的流域管理」
といった新たな施策を展開する際の基本的な考え
方として定着しているものと思われる。
　こうした，わが国における環境政策の新たな展
開は，第 2節で記したように，1970年代半ばから
の環境同位体技術の向上と野外での世界的な実証
的研究の進展によって，わが国を含む中緯度湿潤
地域の自然流域における水循環の方向が，八王子
試験流域での調査研究から見出された結果と同様
に「降水→土壌水→地下水→地表水（河川水や湖
沼水）」であることが明らかになり，さらに1980
年代半ばから1990年代にかけてその事実が科学
者の間で広く認識されたことを反映しているも
のと思われる。米国地質調査所（USGS）は1998
年に『Ground Water and Surface Water, A Single 
Resource』というレポートを発表している（Winter 
et al., 1998）が，このレポートにおいても図 4と
全く同じ図が掲載されている。
　水循環の最小単位は流域であり，流域水循環
は地下水流動系によって入出力が結ばれている
との考え方は，その後の環境省による「湧水保
全・復活活動支援検討会」においても取り上げら
れ，筆者が座長を務めたこの検討内容は，『湧水保
全・復活ガイドライン』（環境省水・大気環境局，
2010）の一部として公表されている。本ガイドラ
インでは，「湧水は水循環の過程で地下水が地表

に現れたものであり，地域の生態系を支える重要
な環境要素である」とし，同時に，地域の文化資
源や観光資源などとしても重要であり，また，災
害時における水の確保や環境学習の対象としての
重要性等を踏まえ，湧水の保全・復活の手引とす
るべく解説を行っている。
　また，地球温暖化防止の観点ならびに3.11の東
京電力福島第一原子力発電所の事故を受け，再生
可能エネルギーである地中熱利用の普及に当たっ
て，共有資源の観点からその利用方針について取
りまとめを行った（田中，2012b）。その内容を踏
まえた『地中熱利用にあたってのガイドライン』
が環境省水・大気環境局 （2012）から公表されて
いる。

8 ．	おわりに

　本稿は，2013年度の日本地下水学会「地下水学
術賞」の受賞に際して，同年 5月に開催された春
季講演会での「特別講演」の内容に基づき，筆者
がこれまでに取り組んできた地下水研究を中心と
して，これまでに係わった社会的動向を含めて取
りまとめたものである。十分な記述ができなかっ
た部分もあるが，その内容を振り返って見ると，
地下水を水循環の視点から捉えることによって多
方面にわたる幅広い係わりにおいて地下水研究の
意義が見出されるように思われる。現在，国家的
問題となっている東京電力福島第一原子力発電所
の汚染水対策についても，流域を単位とした水循
環の視点から地下水の流動状態を解明し，これを
可視化した上で，それに基づいた対策を講ずるこ
とが緊急の課題であろう。また，冒頭に記した阿
部謙夫技師が今から80年前にその著書『水文学』
に記した「水文学の中心をなすものは地中の水で
ある。」との指摘は，今振り返ってみると卓見で
あったように思われる。さらに，Tóth教授が筑波
大学陸域環境研究センターの講演で指摘したよう
に，これからの研究は「地下水流動系」という基
本概念に基づいた sub-disciplineとしての新たな
学問領域の確立に向かうものと思われる。なお，
本文の一部に既発表論文を原文のまま引用した箇
所があることをお断りしたい。
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　おわりに当たり，研究をともにした学生の皆さ
んや同僚，そして今日まで長年にわたってご支援
をいただきました多くの皆様方に心より感謝申し
上げます。
　最後になりましたが，本稿を記す機会を与えて
いただいた日本地下水学会会長の嶋田 純先生，同
編集委員長の徳永朋祥先生を始め関係者の各位に
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